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07　　　世界水準の中小企業

030102　新たな成長を導く次世代ビジネスの振興
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次世代技術開発等チャレンジ事業

１　事業の概要

　次世代産業として成長が見込める分野への進出やオン

リーワン技術の確立に取り組む中小企業などを積極的に

支援し、世界水準の強い企業に育成する。

　また、異分野の知識や技術を習得する機会を提供し、

企業のイノベーション意欲の向上を図る。

（１）次世代技術開発等チャレンジ補助事業

                                        72,900千円

                                         1,617千円

２　事業主体及び負担区分

　(県10/10)

３　地方財政措置の状況

　なし

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

　9,500千円×6人＝57,000千円

５　事業説明
（１）事業内容
　　ア　次世代技術開発等チャレンジ補助事業                                                  　　72,900千円
　　　　先進的な技術開発や試作品開発などに対して研究テーマを募集し、優れた提案に対して費用の一部を助成する。
　　イ　次世代産業人材育成事業                                                                   1,617千円
　　　　企業のイノベーションを担う人材を育成することにより、企業のイノベーション意欲を押し上げる。

（２）事業計画
　　ア　次世代技術開発等チャレンジ補助事業　研究テーマ10件程度を採択予定(補助率1/2以内、上限10,000千円)
　　イ　次世代産業人材育成事業　40講座開催予定

（３）事業効果
　　　新たな成長分野への参入や独自技術を築こうとする中小企業を支援することにより、新産業・新技術が創出され、
　　本県産業の活性化を図ることができる。
　　ア　次世代技術開発等チャレンジ補助事業
　　　　採択テーマ数(平成22年度:21件、平成23年度:16件、平成24年度:12件、平成25年度:10件)

　　　　受講者数(平成22年度:263人、平成23年度:376人、平成24年度:1,066人、平成25年度:115人)
　　イ　次世代産業人材育成事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　※平成25年度は9月末時点

（４）県民・民間活力、職員のマンパワーの活用、他団体との連携状況
　　　・次世代産業人材育成事業は県内大学と連携して事業を実施する。

(単位：千円)

（２）次世代産業人材育成事業

分野施策


